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物件費物件費物件費物件費 グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位2/132/132/132/13 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均3.33.33.33.3物件費の分析欄物件費の分析欄物件費の分析欄物件費の分析欄物件費に係る経常収支比率がグループ内平均を下回っているのは、光熱水費・内部事務費の節減や事務事業の見直しなどに取り組んできたことにより、需用費や委託料などの経費が他団体と比較して低くなっていることが要因である。今後においても、「奈良県行政経営マネジメントプログラム」に沿って効率的な事務執行を行い、経費節減に努める。(%)6.05.04.03.02.01.0 5.05.05.05.02.12.12.12.13.13.13.13.13.13.13.13.13.33.33.33.33.43.43.43.43.63.63.63.6 H25H24H23H22H21 2.72.72.72.72.82.82.82.82.52.52.52.52.32.32.32.32.52.52.52.5

扶助費扶助費扶助費扶助費 グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位9/139/139/139/13 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1.91.91.91.9扶助費の分析欄扶助費の分析欄扶助費の分析欄扶助費の分析欄扶助費に係る経常収支比率がグループ内平均を上回っているのは、他団体と比較して生活保護費が多くなっていることが主要因である。生活保護費は市町村合併等により減少傾向にあったが、受給者数の増により平成２０年度より増加に転じており、引き続き制度の適正な運用に努める。(%)5.04.03.02.01.00.0 3.83.83.83.81.01.01.01.01.91.91.91.92.02.02.02.01.81.81.81.81.81.81.81.81.41.41.41.4 H25H24H23H22H21 2.12.12.12.12.12.12.12.12.32.32.32.32.12.12.12.11.91.91.91.9 そのそのそのその他他他他 グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位6/136/136/136/13 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均1.21.21.21.2その他の分析欄その他の分析欄その他の分析欄その他の分析欄その他（維持補修費、繰出金、貸付金）に係る経常収支比率がグループ内平均を下回っているのは、他団体と比べ維持補修費が低いことによる。県有施設の維持管理については、ファシリティマネジメントを推進することにより、長期的・全庁的な視点で県有資産の有効活用や適正な管理に努めており、引き続き財政負担の軽減を図る。(%)4.03.02.01.00.0 2.62.62.62.60.30.30.30.31.31.31.31.31.21.21.21.21.41.41.41.41.61.61.61.61.51.51.51.5 H25H24H23H22H21 0.90.90.90.90.90.90.90.90.70.70.70.70.80.80.80.80.70.70.70.7
補助費等補助費等補助費等補助費等 グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位11111111////13131313 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均24.424.424.424.4補助費等の分析欄補助費等の分析欄補助費等の分析欄補助費等の分析欄補助費等に係る経常収支比率がグループ内平均より高いのは、県立医科大学や県立病院への交付金・補助金が要因として考えられる。県単独の補助金等について、従前よりその必要性を見極め、廃止や見直しを行っているところであるが、今後も効果検証や行政と民間、国・県・市町村間の役割分担の明確化などにより見直しを図る。(%)26.024.022.020.018.016.014.0 24.524.524.524.516.916.916.916.921.421.421.421.420.720.720.720.719.819.819.819.817.817.817.817.818.318.318.318.3 H25H24H23H22H21 23.523.523.523.522.722.722.722.721.021.021.021.019.919.919.919.921.921.921.921.9

公債費公債費公債費公債費 グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位1111////13131313 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均23.623.623.623.6公債費の分析欄公債費の分析欄公債費の分析欄公債費の分析欄後年度の公債費負担を軽減するため、通常債発行額の抑制に努めるとともに、通常債を発行する際には財源的に有利なものを活用してきた結果、公債費に係る経常収支比率がグループ内平均を４．９ポイント下回っている。今後も引き続き、公共事業の選択と集中の徹底等により通常債の発行を抑制するとともに、国の財源措置を見極め、財源的に有利な通常債を活用していく。(%)36.034.032.030.028.026.024.022.020.0 32.832.832.832.824.024.024.024.028.928.928.928.928.528.528.528.526.226.226.226.227.127.127.127.128.128.128.128.1 H25H24H23H22H21 24.024.024.024.023.923.923.923.923.623.623.623.622.922.922.922.924.624.624.624.6 公債費以外公債費以外公債費以外公債費以外 グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位12/1312/1312/1312/13 都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均69.469.469.469.4公債費以外の分析欄公債費以外の分析欄公債費以外の分析欄公債費以外の分析欄公債費以外に係る経常収支比率がグループ内平均を上回っているのは、人件費及び補助費が他団体と比べ高いことによる。今後も職員定数適正化や給与水準の見直し、補助金の見直し等を行い、経常的な経費の抑制に努める。(%)74.072.070.068.066.064.062.060.0 68.168.168.168.162.362.362.362.364.464.464.464.465.465.465.465.467.067.067.067.063.663.663.663.666.466.466.466.4 H25H24H23H22H21 66.466.466.466.469.469.469.469.468.168.168.168.165.465.465.465.471.071.071.071.01/1


